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オランダ対日積極外交政策の終焉
日米修好通商条約前後の日蘭関係
小　暮　実　徳
要旨　本稿は19世紀中葉におけるオランダの対アジア外交政策の再評価を意図し，ハー
グの国立中央文書館（ARA）所有の旧植民省文書と外務省文書に含まれる日本関係文
書から，主に1850～60年代のオランダ対日外交政策を歴史実証的に検討したものであ
る。
　当時オランダはアジアに広大な植民地蘭領東インドを有していた。首尾よい植民地経
営は，オランダ本国の領土的小国性を克服するために必要不可欠な要素であった。この
背景からオランダのアジア用件は極めて重要であり，特に同地域において長い商業関係
を有する日本は，オランダの“国家的名声と実益”の点で最重要用件の一つであった。
すなわち1853年のアメリカによる日本開国以降，オランダは古来の関係から生じた
“区別される友人”として日本の好意を活用し，同地の権益保全・拡大のために対日積
極外交を展開し，アジアにおける新興国アメリカに対抗した。1858年日米修好通商条
約により，もはや日本の好意は当てに出来なくなったが，オランダは日本用件を諦める
ことはしなかった。しかしヨーロッパの最強国に匹敵するアメリカに対してオランダー
国では対抗できないため，自らの発案により“我々の最も当然な同盟者”イギリスと，
さらにアジア用件に関心はあるが，当時その地で強大に振舞うことがなかったフランス
との“Entente”（協商）関係を構築し，自らの利害を彼等の日本政策に反映させ，それ
によりヨーロッパの外交関係に波風を立てることなく巧みにその利害を享受する政策を
採用し，長崎出島などのオランダの既得権を保持しようとした。しかしその結果，オラ
ンダだけの特権を追求することを諦めなければならない状況も生じた。
　以上とも関連して日本との条約締結により正式な外交手続きに則った交渉が必要となっ
た。そこでオランダ植民省から外務省に同管轄が移行することになった。植民省は対ア
ジア積極外交の推進者であった。しかし外務省はヨーロッパ外交関係にのみ懸念し，ア
ジア用件にはほとんど関心を持たなかった。さらに外務省はオランダの日本用件におけ
る失敗により，ヨーロッパ諸大国との外交関係を損ねることを極度に恐れた。そこでこ
の移管後，ただ欧米諸国に追従する対日政策に転換されオランダの対日積極外交は終焉
を迎えた。そして日蘭の特別な関係は過去のものとなった。
キーワード：国家的名声と実益，オランダの帝国主義，蘭英仏のEntente，オランダ植
　　　　　　民省と外務省，日本問題管轄移管
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初あに
　1858年日米修好通商条約が締結された。この条約の締結は日本と古来の関係を持つオラン
ダが，もはや日本において他の欧米諸国の点で“区別される友人”ではなくなったことを明白
に示した出来事であった。その時点までオランダは，他の欧米諸国間の中で唯一有する日本と
の特別な関係を十分に利用し，その“国家的名声と実益”を獲得し，その維持・拡大を将来に
わたり期待していた。しかしアジアにおける新興国強大なアメリカ合衆国が，このオランダの
目論見を打ち砕いた。
　しかしながらこのような出来事が生じたにせよ，オランダにとってアジアにおける影響力を
維持・拡大することは，その広大な植民地蘭領東インドとの関係から極めて重要な問題であっ
た。そこでオランダにとって日本問題はこの1858年条約の締結以降も，依然最重要用件には
違いなかった。すなわちオランダは，この問題を決して簡単に諦めることはしなかった。しか
し今後オランダは，従来の日本との“特別な関係”を当てにする政策は取れなくなった。そこ
で強大なアメリカに対抗するためには，今までのようなオランダ独自の政策を追求することは
避け，ヨーロッパの一員として英仏を味方に付けて日本問題を処理し，その利権を獲得すると
いう政策に転換した。
　1858年までの積極的であったオランダ対日外交政策もほとんど注目されていない同分野に
おける研究状況の中，特に1858年以降のオランダ対日外交政策は，当然，全く積極的なもの
として考察されてはいない。その理由はオランダの対日独占貿易の崩壊後欧米諸列強の中で，
オランダの自主的な外交活動を考えることは極めて難しかったからである。この考え方は，一
面では正しいと言える。しかしながらその理由で，オランダが自身の重要な問題である対日政
策を諦めたという結論を性急に引き出すことは出来ない。さらにオランダがこの時点で日本問
題に関する自立的な外交政策が不可能となったとして，それ以降の検討は不必要と判断するな
らば，そのような態度に対しては歴史研究の意義が問われるであろう。
　本論文ではヨーロッパの領土的小国性を持つオランダが，彼等の最重要用件であった日本問
題を1858年条約締結以降も如何に真剣に処理し，アジアでの利権の獲得に向け努力したか，
そして如何にしてその日本問題の関心が衰退して行ったかを，オランダ植民省及び外務省の一
次史料を中心に用いて検討する。
1．英蘭関係一オランダ対日外交政策の協力者一
　㈲　アジアにおけるイギリス
　19世紀中葉アジアにおけるイギリスの関心は第一に中国であり，さらに当時インドにも大
きな関心を向けなければならなかった。そこで日本開国以前，イギリスは盟友でもあり，欧米
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諸国で唯一日本との関係を有しているオランダが日本を開国させれば，その後大きな苦労を伴
わず日本との関係を有することが出来ると考えていたと思われる。イギリスは他のアジア用件
における利点をオランダに提供することで，オランダから日本におけるその利益を享受しよう
とした。なぜならイギリスは日本人のイギリスに対する悪感情を，経験上知っていたからであ
る。例えば1808年のフェートン号（Phaeton）事件は，日本におけるイギリス人に対する嫌
悪を増大させた。そのことは後の1813年，ラッフルズ（T．S．　Raffles）による日本派遣隊の
事件で身に染みて体験していた1）。さらにイギリスは，アジアにおけるロシアの南下にも配慮
しなければならなかった。そこで英蘭の“東方の支配者”としてのつながりは，それだけ一層
現実的であった2）。
　オランダはこのようなイギリスの態度を，友好国として好ましく思っていたであろう。すな
わち盟友として共通の関心であるアジア用件に対処し，その利害を分けもつことは互いに好都
合であり，互いを尊重することにもなった。すなわちオランダとしては自らが日本での最恵国
であり，そこで日本においてはオランダが有する以上の特権を他国が持つことは望まなかった。
イギリスはその点をしぶしぶではあるが，当初受け入れていた。イギリスは日本との条約締結
の際オランダにその仲介を求め，最初の日英条約の中ではオランダの優位を認めた3）。当時対
日交渉に当たっていたイギリス海軍少将スターリング（James　Stiring）はその点を進んで受
け入れた訳ではなかったが，当時はそれに甘んじたのであった。
　②　アジアにおける英蘭関係は“経済的競争・政治的協調”関係
　現在までアジアにおける英蘭関係は，対立関係のみが強調されてきた感がある。それはその
地域に利権を有する，両国の当然の結果であろう。そのようなことを示す例として，日本に派
遣されることになったファビウス司令官（Gerhardus　Fabius）が，1855年燃料補給のため香
港に寄港した際の報告が挙げられる。それによると当地のイギリス人が，東方におけるオラン
ダの事業に関係する全てに高い関心を有していることが認識される。この際ファビウスは第三
者には知られていないと思われた彼の任務，すなわち日本へのスンビン号（Soembing）献上
に関して，当地のイギリス総督ボーリング（John　Bowring）がファビウスに話し出したこと
を大きな驚きをもって報告している4）。さらにボーリングは，『オランダ官報』（Staats　cou－
rant）に掲載された1855年2月12日23番植民大臣による国王への報告書に関する記事を，
オランダの政策とその活動地域を全く正しいと認めながら，最大の満足と興味をもって読んだ
とも述べた。そこでさらに彼は先年スターリングが，イギリス貿易のために日本と締結した条
約を修正・拡大する目的で，そして主に彼がシャムで締結した条約のと同じような契約になる
ように，数週間以内に長崎に向かう積りであるとファビウスに述べた。ファビウスは「現在イ
ギリス艦隊がいる場所は，当地では分からないか，あるいは入念に秘密にされているようであっ
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た。ある者は日本海域といい，ある者はカムチャッカへの遠征中であると…」として，イギリ
ス側のオランダに対する警戒心を匂わせている5）。
　しかしこのような報告から，英蘭の対立関係を引き出すことは正しくない。すなわち1858
年日米修好通商条約以前まで，オランダは強大な盟友イギリスをも押さえて，日本問題におけ
る自身の優位性を保持すべく対日交渉を行っていた。そしてそれはある意味では，イギリスも
了承していた。すなわちこのようなことは英蘭の同盟関係に基づいて行われており，またこの
種の問題は“商業上”に関わる問題であり，決して両国の政治問題になることはない。現在ま
で英蘭関係における“商業上”の問題・対立を，そのまま全体的に英蘭対立関係として考察し
てきた嫌いがある。この点は是正すべきである。商業上の対立は単に“競争”であり，これは
現在世界企業をもつ国々が，現実に行っていることと変わらない。すなわちこのような商業上
の競争関係と並んで当然このアジア問題でも，ヨーロッパにおける英蘭両国の“最も当然な同
盟者”の関係が存在する。
　当時の例を挙げれば在日商館長ドンケル・クルチウス（Jan　Hendrik　Donker　Curtius）は，
当時出島に来航していたイギリス海軍提督セイモア（Michael　Seymour）と，様々な日本用
件に関する会談を数度行った。ドンケル・クルチウスは「私はその際日本に関するオランダの
政策について，全く隠し立てをしなかった。特に私は彼に，まさに日本が段階的な方法だけを
望み，恐らくそれ以外には不可能であるとこの国が示しているように，もしある国が突然に，
そして完全に要求するのではなく，段階的に日本との関係を広げる場合には，日本開国に全く
一滴の血も流す必要がないという私の意見を詳しく述べた。この提督も直ぐに，様々な国の多
くの，そして同時に大規模な商業計画は失望と損失に到るであろうという私が彼に述べた所見
に同意した」と報告して，英蘭政治関係の良好さを示している。
　その後日本への軍需品調達の話になった。その際セイモアは「オランダが自国の産業により，
日本に対するこの種の全ての必需品を満たすことが困難である場合，当地のオランダ商館が費
用を立て替えることにより，戦艦そして蒸気機関等々の注文が［イギリスに］なされることは，
疑いなくイギリス産業にとって最も喜ばしいものであろう」と述べた。これは当時未だ普通自
由貿易が日本では認められていなかったので，オランダを説得してその貿易に参与しようとし
たものである。そこでさらに彼は，実際既に中国に蒸気機関三機を納入したこと，さらに蒸気
キャノンボート6隻を売る見込みやそれに付随した専門家派遣等に関する話を行っている。こ
れも良好な英蘭関係と述べることが出来よう。しかし一方でドンケル・クルチウスは，このよ
うなイギリス産業の日本進出に対して当然危機感を抱いたようである。さらに彼はこのような
諸列強の日本進出の中オランダ政府の強力な援助を期待するため，この話題の後，現在長崎に
滞在するオランダ人の間で，オランダの獲得した成果に対して否定的見解が強いことを指摘し，
「私の地位は今後状況の進展につれて，かなり困難になっていくであろう。そして私は今回こ
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の船の出発と同時に，今後のために閣下の強力な援助を要請しなければならないと見越してい
る」と，長崎からオランダ船が出発することにより，著しく低下する彼の社会的立場を説明し
ている6）。
　日本問題を現地で指導するオランダ代表として，そして当時対日積極政策を行っていたドン
ケル・クルチウスが，このような危機感を持つことは無理もない。また上述のファビウスも同
様である。しかし早合点してはいけないことは，この種の問題は全く政治対立ではない。さら
にオランダが日本で有する特別な地位（“区別される友人”）を失った際，この立場をイギリス
に委ねることが可能であったとも考えられる。すなわちオランダが日本の要求を満たせないこ
とが確実になった場合，オランダとしてはイギリス以外の国がそれを行うことは好ましくなかっ
た。またもし日本に強引に割り込んできた新興国アメリカがそのような役割を果たすことにな
れば，その後の日本問題がオランダにとって極めて困難になることは容易に想像がついたであ
ろう。
　このような問題では更に，当時在ロンドン蘭大使ベンチンク（Arnold　Adorf　Bentinck）
とイギリス外相クラレンドン（George　William　Villiers　Clarendon）による日本問題に関す
る会談が例として挙げられる。その会談でクラレンドンはベンチンクに対して，「最も心のこ
もった表現で，オランダの政策の無私について発言した。しかしもし武力示威に支持されなけ
れば，日本に対するオランダの卓越した助言はオランダのために，また誰のためにも何もなら
ないであろうとも付け加えた。彼は数隻の戦艦を目の当たりにさせることが，日本政府にある
友好的助言をするよりも印象を与えるであろう」と述べた7）。この際イギリス側から，適切な
時期に日本に対して説得力のある処置を行う考えがあることをオランダ側は認識した。このこ
とは当時日本政府が取り組んでいた開国の進展が遅れていたため，イギリス側ではこの遅れに
痺れを切らしていたことによった。オランダ植民省は中国での諸事件8）をも考慮して，とりあ
えず東インド総督には，当時海軍知識を教えるために長崎に駐留していたオランダ海軍分遣隊
（1855～59）に対し，上級政府との意見交換をすることなく日本の要請に従って更なる士官の
派遣を行うことのないように指示した9）。このことは偶然にも起こりうるイギリス・日本間の
衝突の際に，“我々の最も当然の同盟者”であるイギリスとの関係を損なうことをオランダが
懸念した措置であった。
　またファビウス司令官は彼の中国における任務を報告する中で，「オランダ政府による日本
での一般的な共通利害を促進している誠実な方法は，十分認識されている。そこでこれに応じ
てイギリスは，中国におけるオランダの利害を出来る限り促進する・ことを義務と見なしている」
という，当時広東イギリス総領事エルギン（James　Brulce　Elgin）の発言を挙げているL°）。ま
たさらにセイムアがファビウスに予期せぬ海図の贈り物をしてその好意を示したこと，さらに
ファビウスが香港上級官庁のパーティで「最高の敬意をもってもてなされた」こと，また「イ
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ギリス当局は世界のこの部分で，オランダ人に喜んでお役に立ちたい」という発言をも挙げ，
英蘭関係の良好さを報告した11）。
　オランダは，ヨーロッパ内の勢力均衡を十分配慮しなければならなかった。当然アジア問題
も，ヨーロッパの政治状況と緊密に連動していた。その一方でオランダのヨーロッパにおける
影響力とアジアにおける影響力は，幾分異なった感を呈していた。これは当時オランダがヨー
ロッパにおいては中立政策を堅持していたが，アジアにおいては，特にその植民省が，アジァ
用件に積極的に取組んでいたことによる。しかしながらオランダはアジアにおいても，特に紛
争の際に生じる他の欧米列強との関係を十分顧慮しなければならなかった。そこで当時植民省
はヨーロッパの紛糾の際，オランダは厳格な中立政策を取り続げているので，蘭領東インドで
もこの方針から逸脱しないようにと東インド総督に要請している12）。東インド総督も，この件
については十分配慮するとの回答を行った。さらに東インド総督は，ヨーロッパの政治状況が
より紛糾する場合には，当地の艦隊の強化が不可避であるとも観察しだ3）。
　このようにヨーロッパにのみ限定されない，アジアにおける英蘭協調関係一それはさらに
“東方の支配者”としての特別な意味を有していた一を視野に入れながら，当時の日本問題を
検討する必要がある。
2．日米修好通商条約以降のオランダ対日外交政策
　　一対アメリカ蘭英仏“協商”関係を軸にして一
　1858年日米修好通商条約によって，オランダはその対日政策を大きく転換せざるを得なく
なった。それまでオランダは既存の日蘭関係を十分に利用して日本での影響力を保持・拡大し，
それによりアジア全体における自国の権益を拡大する試みを行っていた14）。しかしこの条約は，
日本がもはやオランダを第一に考えることはないことを明らかにした。そこでオランダは日本
問題に関心を持つ一西欧列強として，その用件に取り組まなければならなくなった。しかし当
時強国英仏普米の中で，オランダは如何に日本問題を処理し得たであろうか。特にオランダが
日本に有していた古来の関係を一切考慮しない，アジアのよそ者強大なアメリカ合衆国に対し
て如何に対処し得たであろうか。そこで1858年条約以降オランダはヨーロッパの一員として，
その協力者をヨーロッパ諸国に求めた。それはまず“最も当然の同盟者”イギリスであり，そ
して当時アジア用件の中でそれ程強大に振舞うことはなかったが，その関心を有するフランス
であった。
　そもそも1858年条約以前のオランダにとって，日本問題はその“国家的名声”の点で極め
て重要であったが，勿論商業上の利害も，大きく期待されていた。当時さらに，この商業上の
利益を一層期待させる誘因があった。それはスエズ運河建設である。この完成により，ヨーロッ
パーアジア間の距離は大きく短縮されることが予想された15）。スエズ運河は1869年に開通す
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ることになるが，このような計画が当時のアジア用件の中で考慮に入れられ，近い将来におけ
る商業利益拡大への構想に十分な動機を与えていたことは想像に難くない。このような世界貿
易の趨勢から当時植民大臣は，日本の政治状況が停滞する中でも商業上の利害を考慮し，日本
への商品配送とそれに対する日本からの輸出品を探すようにと東インド総督に指示している16）。
またオランダにとって，この日本貿易に関する商業上の利益拡大を実際に裏付ける証拠があっ
た。同国は当時，既に日本から多くの様々な注文を受けていた。従来日本貿易では一，二隻の
船しか用いられなかった。しかしこの時期には，日本への4隻目の商船が必要であるという報
告がなされているm。そこで日本貿易が望ましく拡大し，近い将来日本が一層貿易を拡大した
場合には，巨大な利益が得られるという予想が現実的に立てられていた。オランダにとってま
さにこれが“実益”であり，1858年条約以前にはこのような方針が積極的に取られていた。
　1858年条約以降，オランダ独自の対日積極政策は難しいものとなった。しかしオランダは
その商業的政治的考慮に最大の注意を払いながら，その対日政策を進めていった。その具体的
な政策が日本問題における蘭英仏の協調提携関係，すなわち“蘭英仏協商”である。これは新
興国であり，ヨーロッパの最強国に匹敵するアメリカに対するオランダの発案したヨーロッパ
連合ともいえよう。以下このオランダの政策について検討する。
　（1）蘭英仏の“Entente”
　1858年日米修好通商条約により，日本は諸外国に対して完全に開国したように思われた。
しかしながらその後，国内における擾夷運動が高まっていった。幕府はこれが沈静化するまで，
1858年条約の実施を延期する要請を欧米諸国に行った18）。これに関して植民省は東インド総
督の書簡（1861年10月29日付N974／1）を外務大臣に届けて，本件に関する見解を示した。
まずその中で植民大臣は，蘭領東インドによる報告から以下のような概略を説明している。そ
れによるとまず東インド総督が，日本の大君による諸港開港延期を要請する書簡を受け取った。
これに対して彼は，日本の要求に従って江戸条約（日米修好通商条約）を修正することは賢明
ではないと判断した。さらに東インド総督へ助言と考慮を行う東インド評議会も，約束された
諸都市開放期限の後には，条約で挙げられた諸港にオランダ戦艦が入港できる留保を付けるこ
と，そして日本人の諸外国人に対する嫌悪を抑えること，条約締結国との諸問題を予防するこ
とに日本政府の注意を喚起させることを条件として，この日本政府の提案に回答することとし
ていた。すなわち蘭領東インドでは日本の要請に対して，多少強い姿勢で臨むことを本国政府
に助言したのであった。しかしながらオランダ本国植民大臣（J．Loudon）は，この提案を手
放しには同意できないと判断した。
　この大臣の見解としては，現在日本政府は実際良い方向に進んでおり，そこで日本政府を困
難に陥らせる回答は出来ないとした。さらにオランダの回答は必然的に，ある程度英仏の決定
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に拠るとした。すなわち“オランダだけ”による決定が他の諸大国によって承認されない場合，
それはオランダに不利な結果となるからであった。植民大臣は「［日本総領事である］ドゥ・
ウイット（J．K．　de　Wit）と英仏代表との緊密な関係により，自然と，特により一層英仏両国
に注意が向けられる」として，英仏との関係の重要さを指摘した。
　しかしながら日本の開国延期に対し，イギリス政府は7年間の延期を認め，さらに対馬と朝
鮮の対岸に位置する日本の海岸とにおける貿易を要求した。それに関して植民大臣は，我々側
からこの決定に賛同することは，差し当たり余り賢明ではないという見解を示した。すなわち
この大臣は，完全に英仏の決定に依存するわけではないことをも示している。その理由として
は，7年という延期は極めて長く，また西欧人に対する日本国民の嫌悪と激しく対立させる程
に日本政府を刺激することは，余り適切ではないという理由からであった。しかし以前米英代
表が提起した1年は短く，また同じ問題が繰り返されることにもなりうるので，これは避ける
べきであるとしている。すなわち2，3年くらいの延期が，まさに中道であろうと述べている。
そこでどんな場合でもこのイギリスの譲歩を，我々側から他に換えなければならないとした。
さらにオランダ自国の利害として，「すなわち，どんな場合でもオランダは，出島の自由保税
倉庫としての認可と，そして開港地の諸外国人との商業取引における全ての日本当局の干渉を
廃止することにより，一層都合よく行動できるであろう」と述べている。このような状況から
植民大臣は，条約締結諸国が日本政策に関して互いに了解しているのであれば好都合であろう
と考えた。そこで現在日本問題が不透明な中，オランダ政府の最終決定に関してはフランス政
府の動向を認識したいと外務大臣に要請している19）。
　この文書からオランダが日本問題で自身の決断・行動を容易には取れず，常に苦しい選択が
迫られていることが理解される。しかしながら当然オランダ自身の利害があった。そこで各国
と調整しながら，オランダの要求を最大限に，諸大国の要求に反映させる努力を行っているこ
とが認識される。これがオランダの新しい政策であり，これをただ大国に従っているのみの政
策として理解することは出来ない。すなわち問題の矢面に立たず，またその政策における大き
な失敗を避けた極めて現実的な政策といえる。しかしここで筆者は読者に，ここで見られる外
務省の対日外交の態度に注意を促したい。
　外務大臣は上述の書簡に対して，おおよそ以下のように植民大臣へ返答した。外務大臣は特
に最近の報告から，日本政府のオランダに対する気持ちはその親切な行為から特徴付けられる
と考えている。そこでさらに彼は，現在日本貿易における様々な諸列強とのあからさまな競争
の中，日本に影響を保持・確立するオランダにとっての唯一のチャンスは，オランダが非常に
友好的態度を取ること，そして日本国のオランダ代表とその国民が絶え間なく知慧をめぐらせ，
注意深い態度を取ることであると述べている。しかし外務大臣は，もしそのようなことが予期
せずも上手く行かなかった場合には，彼の考えとして，力では日本における我々の優越を確保
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することは不十分であるので，他の政府が日本問題に取ると思われる方策にただ賛成するとい
う意見を述べた。すなわち主としてヨーロッパにおける中立政策に苦心している外務大臣は，
自身には余り関心の低い日本問題における失敗から，オランダ本国がヨーロッパにおいて厄介
な立場に陥ることを避けたかったのである「c）。
　このような状況を考慮して植民大臣は，蘭英仏の“協商”という考えを提示した。すなわち
オランダの利害を安全かつ確実に保障するため，諸大国，特にヨーロッパで深い関係をもつ英
仏と協力関係を作ることで，自らの地位の保全，さらには権益を追求することにした。さらに
この件に関するアメリカへの対応に関しては，「一方では概して我々に対するアメリカの態度，
そしてより特別には英仏蘭官吏に対する在日アメリカ代表の態度により，一層特別にアメリカ
代表をこの問題に係わらせる誘因はほとんど無く，そして他方では直ちに，または我々の提案
がロンドンとパリで受け入れられたときに，少なくともこちら側の外交処置を知らせることは，
アメリカ側からの敏感，その結果による一層断固とした反対を防ぐことにおそらく役立つであ
ろう」として，アメリカを除外することを外務省に伝えた21）。
　その後植民大臣は閣僚会議の協議に基づき，1862年3月5日付植民・外務両大臣による国
王への共同報告書を修正した。閣僚会議では，当該報告書の趣旨は同意された。しかし日本政
府と締結した条約を実施する点で日本政府に対する指針としては，まず第一に，この協商の利
害からロンドン・パリで取られる処置が行われる際，条約で獲得した我々の権利を堅持したい
こと，そして第二には，アメリカ合衆国には当該計画への参加についての報告をせず，ただ
“協商”の実現で生じる事に関して報告することが決定された22）。ここに古来のオランダと日
本との関係を尊重しないよそ者の新興国，しかしながらヨーロッパの最強国に匹敵するアメリ
カに対するオランダの対抗意識が見て取れる。オランダはこの日本問題において，ある種のヨー
ロッパ連合を構想したのであろう。この計画の中に日本問題におけるオランダの名誉と利権，
すなわち“国家的名声と実益”を復活させようとするオランダの外交政策が見て取れる。その
後植民・外務両大臣は，この国王への共同報告書を提出したas）。その内容は，上述の1862年
1月16日開示10番とほぼ一致する。
　ここで一つの問題に触れておきたい。この報告書内にも述べられている，シーボルトの江戸
追放の問題である。シーボルトの追放も，英仏蘭の協商関係の中で考察し得る。シーボルトは
当時オランダ貿易会社（Nederlandsche　Handel　Maatschappij，略称NHM）の代理人として，
日本へ派遣されていた。彼は1825年のシーボルト事件により，日本から国外追放になってい
た。しかし1858年条約締結により，その禁が解かれたのである。そこで植民省は，この条約
で失われた日本におけるオランダの特権的地位を取り戻す計画を立て，日本問題の「ヨーロッ
パの第一人者24）」であるシーボルトを派遣したのであった。シーボルトは自らの日本問題に関
する知識に大きなプライドを持っていた。また彼は実際当時も，多くの日本人から尊敬を受け
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ていた。そこで彼は，独自の日本政策を積極的に展開した。その結果日本総領事ドゥ・ウイッ
トが，シーボルトよりも軽視されるに到った。そこでドゥ・ウイットはシーボルトの存在によ
り，どれほど自身が迷惑を被っているかを政府に報告することになったas）。日本ではシーボル
トに同情的な意見があり，ドゥ・ウイットがシーボルトの名声を妬んで追放したという説もあ
るほどである。しかしこの問題はオランダの他国との共同作業の原則，特に蘭英仏の“協商”
関係からの結果と見ることが出来る26）。すなわちオランダで，どれほどこの協商関係が重要視
されていたかが，日本問題の第一人者シーボルトを日本から帰還させた事件により一層認識さ
れるのである。
　その後オランダ外務省は，条約締結諸国による駐江戸各代表への指示について，出来る限り
相互に了解を取り合いたいというオランダ政府の希望をイギリスに伝えた。イギリスはこれに
完全に同意し，オランダに情報提供を行うことになった。さらにその際ベンチンクは，オラン
ダが概して本件におけるイギリス内閣の考え方に一致できると伝えることが良かろうという提
案もしているC「）。当時ヨーロッパの日本との条約締結諸国は，日本からの遣欧使節団を待ち受
けていた。この件についてイギリス外相ラッセル（John　Russel）は，今回の日本使節と新た
な交渉をすることは不可能であろうという駐江戸イギリス大使オールコック（Rutherford
Alcock）の書簡を受けていた。そこでラッセルは，今回イギリスは日本使節と交渉する意図
はなく，ただ儀式としておもてなしをすることが良いと考えている旨をベンチンクに伝えた。
さらにラッセルは，駐江戸オランダ代表が英仏代表と共同すると知ることは我が政府にとって
大変嬉しいことであろうと述べているas）。そこでさらにオランダは，フランスにもこの協商に
関する意向を伝えた29）。
　この“協商”はオランダの発案である。そこで大国英仏がこのオランダの計画にどれほどの
重要性を置いていたかを，オランダの文書からだけでは判断できない。まず上記の文書から，
イギリス側がこの“協商”を，極めて重要視しているような感は受けない。しかし当時の日本
の状況から，各国が共同して情報を交換し日本政府が受諾できる線を画定すること，それによ
り共同歩調をとって対日問題に当たり日本の譲歩を引き出し易くすることは，極めて現実的で
あった。このような環境を考慮に入れれば，英仏にとってもこの協商関係は非常に有効な手段
であったと推測される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　とにかくオランダにとってこのような“協商”は，日本問題における自国の利害を極めて現
実的に確保できる最高の手段であった。オランダには独自の外交政策が失敗した場合，日本で
のその影響を完全に失う恐れがあり，それは絶対に避けなければならなかった。当時オランダ
は，日本が未だオランダに対してもつ好意的な雰囲気を最大限に活用し，そして以前の影響力
の復権，さらにはその拡大を目指していた。しかしながらオランダは，欧米列強の政治問題と
しての日本問題には関わらないように配慮した。すなわちオランダは日本問題を，出来る限り
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“商業上”の観点で，具体的には蘭領東インドの植民地産物への新市場として，そして当時活
性化されてきた中国さらに新しくは朝鮮・ロシアを含むアジア全体の貿易問題の中で捉え，そ
の範囲内で最低限に必要な政治問題に関わるようにした。
　（2）出島自由保税倉庫
　オランダは英仏との“協商”を重視し，自らの貿易利益拡大の実現に終始した。そこで困難
になりうる政治問題は可能な限り避けた。このようなオランダの対日外交政策を示す例として，
オランダの出島自由保税倉庫獲得への試みを挙げることが出来る。出島は周知のように，古く
からの日本におけるオランダ人の拠点である。オランダは出島を賃貸契約で使用していたが，
日本の鎖国期には，出島は全くオランダ人ためだけの島であった。しかし日本開国以降この出
島の機能は，その後の日本との協約。条約に基づき変更された。
　これに関する経緯を簡単に説明する。これはオランダが古来の日蘭関係を確認し，さらにそ
の諸権利を保障するために日本との条約締結を望んだことから始まる。しかし当時日本は常に
条約締結に難色を示していた。そこでまず条約に先立ち1855年日蘭仮協定が結ばれ，その後
ようやく1856年日蘭条約が締結された。この協約・条約の条項からオランダは，出島が日本
におけるオランダの保税倉庫の機能を有すると認識した。その後この1856年条約の一部とな
すために1857年日蘭追加条約が締結された。この条約は長崎の貿易形態を拡大した形ではあ
るが，貿易額・船の来航数にもはや制限がなく，さらに他の諸外国の貿易参入を認める普通貿
易規定を含んでいた。そこでこのオランダの出島の権利は，その日本貿易にとって大きな利点，
そして古来の関係に基づくオランダだけが有する特権と思われた。すなわちオランダはこの権
利を現実化させ，日本貿易，さらには他のアジア貿易をも有利かつ円滑に展開させ，アジアに
おけるその商業利益拡大を目指したのであった。
　しかしながら当時，この日蘭追加条約における出島自由保税倉庫の規定に関する解釈の相違
が日蘭双方に生じていた。オランダ政府は普通自由貿易を規定した1858年条約以降も，この
オランダの旧特権を現実化する努力を続けた。1858年条約以降オランダは，日本との古来の
関係からオランダ独自の特権を追求することは極めて困難であった。しかしこのような状況下
でオランダは，この出島自由保税倉庫というオランダだけの商業特権を如何に処理しようとし
たのか。以下具体的に検討する。
　植民大臣はこの問題に関し，利害関係者である商工業界にその意見を求めた。そこでまず当
時アムステルダム商工会議所会頭が，植民大臣への返答として送った文書を要約して掲載する。
　「閣下もお気づきのようにここで当然まず第一に，日本での商品を保税倉庫に保管すること
が考慮される。もし日本政府が全ての開港地で，その負担により商品を自由に輸出入できる保
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税倉庫の建設を請け負うならば，我々の貿易はそれを最も高く評価する。そのような措置は一
般的にこの貿易をかなり便利にし，そして日本政府から全く守られていない規定，すなわちど
の商人もその商品を，いわぱ民間保税倉庫に入れられるという規定を無用にする大きな利点を
もたらすであろう。
　そのような保税倉庫に関する規定の欠如が，今まで諸条約に考えられる大きな欠陥であった。
もし日本国にそのような保税倉庫を設置することを要請するならば，我が政府はただ自らのた
めだけではなく，その他のヨーロッパ諸国のためにも行動することになろう。
　この一般的規定が閣下に支持されることを，我々はまず第一に願っています。しかしこれに
より我々は同時に，出島が明確に保税倉庫として扱われる規定を付け加えたい。
　我々はこれに関して，閣下の意見を共有しています。我々は今までのところ，日本との長い
通交の結果，他のヨーロッパ諸国以上に我々に与えられた立場がもつ区別を拭い取らなければ
ならない理由を感じていない。そして我々はこの現実に示された〔好意的〕状況を使用しなかっ
たので，我々は自らの貿易のためには，ほとんど活動しなかったと考えている。なるほど我々
は，専らオランダとオランダ植民地からの商品だけが，この特権を享受するという一つの規定
も作る気はない。そのような制限は，我々の時代の流れに沿わない。いや我々が望んでいるの
はただ，出島が保税倉庫となることだけである。その結果，その地に全ての商品が自由に輸出
入できる。しかしその一方で同時に，長崎との自由通交が妨害されないという必要な配慮がな
されなければならない。
　これが日本で商品を保税倉庫に入れることに関する，我々の簡潔な意見である。
　しかしこの二つの措置に適切な方法が見出せない場合には，商品の再輸出の際支払われた関
税の返還が，少なくとも規定されることを常に願っている。
　我々が閣下によりさらに進めて頂きたいその他の点に関しては，大坂の開港がある。江戸に
オランダ人が認容されることは，神奈川が通交に開かれて以来，我々にとって重要なこととは
思われない。それ故一層，大坂への自由通交を重要視している。
　内海沿いにあるこの都市の有利な位置と，その地には富裕な商人達が居住し，運河がこの都
市と途轍もなく人口の多い都（京都）を繋げている環境により，大坂の開市は普通貿易にとっ
て極めて重要なものとなっている。
　商業政策は，両者にとって利益の大きい交通を生じさせる道である。」3°）
　さらにロッテルダム商工会議所会頭も，商取引を簡便にするという点から保税倉庫の重要性
を指摘した。しかしその際保税倉庫の権利をオランダのみに要求することは，他の諸国民の妬
みを極めてかき立てるため，不可能かつ賢明ではないとしている。さらに他国との協調により，
それだけ一層当該措置の成功が期待されるとも助言した。そして彼も，江戸よりも大坂の重要
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性を挙げた。さらに彼は，日本海域に戦艦を一隻以上駐在させなければ，日本でのオランダの
影響を少しでも維持することは極めて困難であると指摘した。さちに中国海域でもオランダ海
運が増大していることから，その海賊対策またオランダの地位向上のためにも，同海域のオラ
ンダ海軍力増強を植民大臣に訴えた訓）。
　これらの商工会議所の要望を受けた植民省は，この問題についてNHMに照会した。　NHM
はまず照会された問題に回答を行い，その後大きな報告書を提出している。
　NHMもまず1856年条約で規定された，専らオランダに与えられた自由保税倉庫に関して
意見を求められた。その回答として，「他のヨーロッパ諸国のために日本の港が開放されたこ
とは，大部分オランダ政府が行った努力に感謝すべきであること，そして他の諸国に認められ
た諸特権をオランダも享受することは，オランダ政府の日本と締結した協約の綱領に属するこ
と，これらを考慮する場合，我々は我々の国のために，先の条約には掲載されたが適用されな
かった条項のような独占的な特権を獲得することは，目下賢明ではないと思われる。」と述べ
ている。そこでNHMは植民大臣の次の質問である，開港地における日本国による保税倉庫
設置の考えを高く評価するとした。すなわちこの考えは，オランダのためだけではなく，日本
との全条約締結国にとっても非常に有効であると思われるからであった。ここでまた日本貿易
は中国に近いことで，極めて重要であるという所見もつけている32）。
　その後のNHMの報告書は，近くオランダにも訪問する日本使節団との交渉に役立てられ
る目的で作成された。NHMは日蘭貿易ために，この日本使節団の来訪を利用できる見込みが
あることを，少なからず歓迎であると述べている。そしてその交渉の際には，条約上の諸特権
で一時的に失われているものに対して補償を行うという方策だけが認められようと判断してい
る。
　HNMは新開港地と指定されている新潟の開港延期に関して，そのことにより多大な損失を
被るとは思っていないとした。さらに江戸に外国人が受け入れられることへの延期についても，
現在その地における外国人への嫌悪が存在する状況と，今後も神奈川から大規模に展開される
見通しから余り考慮においていない。しかし兵庫と大坂は絹，茶，油等を産出する最も豊穣な
地区に位置し，さらに海運にも良好な場所であるので貿易に開放された結果，あらゆる点で大
きな期待を抱けるという判断をしている33）。さらに大坂は100万人都市である都（京都）にも
運河で繋がっており，一段と優れた商業都市，そしてこの国の資金の最大の中心地として見な
すことが出来るとして大きな関心を示している。それ故この二港に，どのくらいの延期が要求
されているのかが重大な考慮に値すると述べている。
　またイギリスが日本への譲歩として提案した，対馬や朝鮮に近い海岸の開放に関してNHM
は，オランダ貿易にとってこの開港が，どれほどの重要性を有するかは判断できないとした。
しかしNHMはこの場所の地理的な位置から判断して，イギリスの商業利害よりも政治利害
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により，この交換という考えが生まれたと考えることはおかしくないとして，この件はイギリ
スの政治問題であるという認識を示した3‘）。
　保税倉庫の問題に関してNHMは，植民大臣が提起した民間保税倉庫よりも，日本政府に
よる国営保税倉庫の設立を推し進めるほうが良いと考えている。さらに新開港地の延期を承認
する場合，既存の開港地において貿易の障害を出来る限り取り除くという要求を行うことが妥
当であるとした。そこでそのようなものとして，横浜（神奈川）において十分で適切な荷揚げ
場所が不足していることに注意を向けると指摘している。
　その後関税に関する言及に及んでいる。NHMは輸入税に関して，リンネル製品を含む若干
の商品は5％を超えないならば，極めて適切であると認めなければならないとしている。さら
に条約で挙げられた若干関税率の低い商品と35％関税である酒類を除けば，その他の全ての
商品は20％に服するとしている。NHMはオランダの輸出品として，ガラス，陶器，医療品，
動物の角，石鹸　さらに東インド島唄部から産出されるあらゆる生産物を考慮に挙げている。
そして植民地産物から期待される貿易の拡大により，若干の商品に対して関税率を下げる試み
を行うことは，不適切ではなかろうとしている。またオランダ政府が既にここ数年来，ヨーロッ
パ諸国に対して寛大な関税率の手本を示してきただけではなく，さらに可能な限り蘭領東イン
ドでもそれが適用されるように心がけてきたので，政府がこの趣旨で努力することは格別相応
しいことは間違いないとも述べている。
　さらにNHMは日本貿易に関連する問題として，「すなわち現在オランダは，長崎における
商業独占権廃止により，数世紀間享受してきた特権が失われた。そして日本の諸港の開港によ
り，他の諸国との競争が生じている。その一方で大規模な売り上げと力の誇示との関係から，
オランダが早速露英仏米よりも見劣りすることになったことは確かに驚くに及ばない。さらに
なお我々の願望と期待に反するが，もし他諸国の要求が軍事力の誇示で推し進められる必然性
が生ずる場合，常にオランダは彼等よりも極めて下位に位置することになる。」という所見を
つけた。これはNHMもアジア商圏においてオランダ海軍力が示威されることで生じる国家
的名声と，それに伴う通商上の利益に関する重要性を良く認識していたので，その必要性を指
摘したものである。
　報告書の終わりにNHMは，今後オランダが日本問題の中で進んでいく独自の新しい方向
性を示している。これは今後武力により獲得できるものよりも，国際関係においてより良い根
拠を提供する学問分野の中で，オランダが幸運にも他国より若干影響力を有しているという認
識に基づくものであった。すなわち日本人は，ヨーロッパ文明の精通に関して専ら我々に感謝
していること，具体的には我々によって形成された海軍や造船術，また医学，工学の分野であ
ると述べている。そして現在必然的に諸外国との通交が増大するに従って，先に我々の仲介に
よってのみ得られていた学術的知識の資材が流れ込むであろうが，しかしいくらかの価値をも
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っ優先事項以外に，オランダ語が日本における唯一の言語であるという特権を我々はなお有し
ているという認識を示している。そしてこれは，いわば日本の知識人の中では固有のものとなっ
ており，そこで数年間は若干優位を保ちえるであろうと予測した。ここからNHMはこの影
響を不朽なものとし，造船，戦術，鉱山学等の他の諸分野においても，出来る限り日本の教育
者にそれを留めることが間違いなく素晴らしい任務であるとしている。「そこで昨年日本政府
は，我々の代理人の仲介により，オランダから造船長と技術者を得るために我々に話を持ちか
け，我々は喜んでこの要求を適切に満たしたが，これは本当に満足であった。我々はこの注文
からとにかく，オランダがまだ日本のプリスマ［Prismaヨーロッパ諸国の一国としての選択
肢に入っていること］を完全に失っていないと気づくことが出来るように思われる。現在日蘭
関係の変更された規定により，公式な手段によってこの影響を持ちこたえさせる，また拡大さ
せる機会が失われたかもしれないが，我々は間接的にこの趣旨に役立つ諸手段を考えられ得る
と思う」と述べ，オランダ独特の対日外交政策への可能性を提示した。
　さらにNHMは，在日オランダ人官吏が他諸国の代表に引けを取らないことも強調した。
そして特に仏英米の代表よりも，低い地位であってはならないとしている。これはつまりこの
理由により，オランダ代表が各国代表との共同作業において支障をきたすことを懸念したので
あった。またオランダ人にとってそれ程快適さを提供し，そこである偏愛をも全く説明できる
出島の支社は，オランダ代表が本拠地の変更に悩む必要をなくしているとして，出島の重要性
も指摘している。そこでただ単にこの点における変更は，辺鄙な場所に置かれるのではなく，
そして外交活動の中心地からの報告を時々受ける代表が，今後出島，神奈川そしてその他の領
事または副領事に命令を発することが出来るという限りで行われるとした。そこで我々も高く
評価している出島住人の安全と利害は，我々が述べた意見によるその地の変更によって全く危
険に冒されることはないであろうという意見を報告した35）。
　これらの商工会議所・NHMによる日本貿易に関する要望から判断されることは，確かにオ
ランダは過去の特権を失い，その影響力は弱まったにせよ，未だ日本にはオランダだけが持つ
特殊な影響力が存在すると考えられ，そこで今後もそれを維持，さらには拡大して商業利害に
つなげたいという意図が見られる。これらの商業団体の判断は，日本問題で国際的名声を獲得
し，さらに大きな利益を追求したいとする植民省の姿勢とは異なり，極めて商業的見地から現
実を踏まえて，着実に利益を獲得するという姿勢であった。そこで1857年追加条約のオラン
ダの成果を現実化し，日本における商業上の“実益”と並んで“国家的名声”を獲得したかっ
たと思われる植民大臣は，これらの報告に大きく失望したと思われる36）。
　植民省は長崎におけるオランダの優位な影響力・その既得権を確保し，長崎をオランダのア
ジア貿易の拠点にする考えであった。その証明は，当時のドゥ・ウイットの報告からも明らか
である。ドゥ・ウイットは，長崎貿易が最後の月に，特に上海中国市場用の石炭・木炭，木材・
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魚・海産物のような商品により，非常に活気があったヒとを報告している。すなわち日本貿易
は中国貿易とも深く連関しており，そこで既に以前に提起された長崎一上海航路，すなわち中
国の物産を日本へ，そして日本の商品を中国にというラインを確立しようとしていた。さらに
これに蘭領東インド・朝鮮・ロシアを繋ぐことで，巨大なオランダ東アジア貿易圏確立という
構想も垣間見ることが出来る37）。
　この長崎貿易を中国貿易に繋げる計画に関する当時の状況は，同じくこのドゥ・ウイットの
報告から，大体以下のようなことが認識される。「この件は当初日本側からの要請，具体的に
は日本人官吏から成る，ある委員会を上海に派遣する計画から生じた。その件で，まずオラン
ダ船が雇われた。その派遣が実行に移る前に仮に石炭・木炭を積載した同船が上海へ発送され
た。しかしその後この委員会の派遣に関する明確な通知が江戸から届かなかったので，この船
の賃貸は解約されてしまった。しかしながら目下，このために新たな考慮がなされたと思われ
る。すなわち既に日本政府の費用で，この目的に向けられたイギリス船一隻が長崎で購入され
た。」sa）
　長崎一中国ラインの設立計画は，このように余り芳しく進んでいないようであったが，その
一方でオランダの当時の日本貿易は極めて好調であった。オランダの日本貿易の総額は，欧米
列強中イギリスに次いで第二位を占めていた39）。その後ドゥ・ウイットは，日本がオランダに
350馬力の戦艦とその付属品一式を注文したことを報告し，「日蘭の良好な関係の証明を，閣
下に報告できることは大変喜ばしいことです」と述べている4°）。これは勿論オランダ本国にも，
大変喜ばしい報告であったと考えられる。またその後さらにドゥ・ウイットは，日本から様々
な植物の注文も受けることになった。その際ドゥ・ウイットは，もしオランダ政府がこの要請
を満たすならば良好な関係の促進に役立つと，閣下は恐らく判断されるでしょうと述べ，その
要請を受けるよう東インド総督に謹んで要求している4D。このようにオランダでは，日本に残
るオランダへの特別な心情を未だ利用できるようにも思われた。当然植民省は，その考えであっ
たと思われる。しかしオランダでは，このような植民省の考え方をもはや現実的ではないと見
なしていたようである。そこで植民省は独自の見解を推し進めることは控え，多数意見である
商工会議所，外務省の意見に従った。
　植民省はこれらアムステルダム・ロッテルダムの両商工会議所，さらにNHMとの協議に
より，「条約の適切な実効のため，またはより一般的に日本国との良好な関係促進のため，日
本に要求する，または要求を認識させることに関する諸点」という詳細な報告書を纏めた。閣
議決定により日本関係の指導は今後外務省から行われることになっていたので，その報告書は
関係官庁である外務省に送られた42）。
　この報告書は上述の両商工会議所，NHMとの協議，さらに先の植民・外務両大臣による3
月20日付共同報告書⑥を方針の基点とするとしているため，これらの文書の内容とほぽ一致
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する。そこでは日本政府による江戸・大坂・兵庫の開港延期要求に関する同政府への方針の中
で，英仏との“協商”を重視する考えが挙げられている。先の文書にも示されていたが，まず
オランダとしては，日本側の要求に見合った譲歩の獲得を試みること，そしてそのオランダの
決定はある程度，他国の決定に依存することを確認した。しかしイギリス側が日本に認めた延
期期間は長すぎるとして，我々の側からイギリス側の意向に賛同することは“差し当たり”賢
明ではないとも判断している“）。このような点からオランダが，自国と日本のために都合の良
くない決定には従わないという点も確認することが出来，そこでオランダがただ大国に追従す
るだけではないことが認識される。
　またここでイギリスが兵庫・大坂の延期を認める代わりに，対馬や朝鮮に近い海岸の開放を
求めるかもしれないという用件に関しては，現在ロシアが対馬での定住を放棄した状況がある
ので，その後の考慮により，イギリスはもはや対馬にこだわらないであろうと判断している。
　さらにこの報告書ではオランダにとって重要な問題である，オランダの自由保税倉庫として
出島を保有することに関する言及が注目される。ここでの根拠としては，すなわち出島は
1855年ll月18日仮協定18条と1856年1月30日条約17条により，既にそのような保税倉
庫の性格を有していること，すなわち「商品の検査はただ，今までの慣習のように，出島から
日本に運ばれる時，または日本から出島に運ばれた時に行われる。出島で船から運ばれるとき，
また出島から船に運ばれるときではない」という条項をここで挙げている。さらに当時の弁務
官［ドンケル・クルチウス］が，保税倉庫としての出島の地位を高く評価すると述べたにも拘
らず，しかしそのような条項は1858年8月18日条約には掲載されなかったこと，さらに
1858年江戸条約が出島の特別な地位を廃止させたとこの弁務官の側から主張されたことによ
り，それだけ一層オランダ政府周辺ではある驚きと不満が起こったという経緯が述べられてい
る。そして政府はこの主張に甘んじないとし，そこでなお先年末東インド総督に，1856年条
約17条が未だ効力があると見なされるのか，または日本政府との更なる合意により，民間保
税倉庫の原則がはっきりと承認され，整備されるのかどちらかをおさえるように指示したこと
を説明している45）。そこでこちらからこの件について求めるならば，この17条を要求できる
と仮定する根拠は十分にあると判断している。しかしオランダ側では事実上，先の出島に保証
されていた立場は廃止されたように扱われているとも述べている。これはNHM等の意見か
ら，この特権維持に拘泥することは，余り好ましくないという判断を受けていたことに依るも
のと思われる46）。
　そこで植民大臣も，「既存の出島の状態に戻ることは，すなわち何か新しい，つまり専らオ
ランダの利害から要求するような体裁を帯びることになる」と注意することにした。さらに彼
は，これはアムステルダム・ロッテルダム両商工会議所やNHMの助言と一致せず，「彼等の
助言では，むしろより一般的な意味で，日本の開港地に保税倉庫を設立することを評価すると
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いう，協議の中で引き合いに出されていた考えを良しとしている。この考えを実現させること
は，とりわけこれが可能な限り，この点で文明諸国に受け入れられる諸規則に一致して行われ
るならば，貿易を通じて高い評価がなされるであろう。」と商工業界の助言に理解を示した。
そこでオランダは日本政府へ，直ちにあるいは原則で定められた英仏との協商に一致して，こ
の両国と協議した後に日本での国営保税倉庫の設立を条約2条の実施延期に対する譲歩の条件
とするならば，日本に対してかなり以前から従ってきた，そして概して商業利害を促進してき
た私欲なき政策の精神内にあると，確かに見なされるに違いないとした。
　また結びとしては，一般的な利益のために差し当たり除くことが出来る条件や，またこのた
めに人々が専らオランダの利害を個別に処理する条件を，出来れば規定してはならないと述べ
ている47）。
　その後これらの立場が国策として認可されるために，外務省は「日本と締結された条約によ
り定められたこと」と題した報告書を，オランダ内閣に提出した。この報告書は1862年6月
ll日21番報告書と内容は同一である48）。
　この報告書内では，各国との協調について確認をしている。しかしオランダは日蘭両国にとっ
て好ましくない決定には従うことはないとする，オランダの不罵の立場をも再確認している。
ここで注目される記述としては，「オランダへの日本の偏愛（こちらになされた注文や，造船
術を学ぶために若者をこちらに送るという考えからはっきりしている）から多かれ少なかれ，
当方の協調性を示すことが推奨される。条約第9条（最恵国待遇条項）が常に効力がある一方
で，この協調性は他国との比較の中で我々を損ねることはないであろう」という判断から，さ
らに「その際人々が，現在イギリスより行われた譲歩と，偶然にも損なわれる我々の権利を維
持するために我々が使用できる小さな力とを考慮に入れるならば，この先の条約で獲得した権
利を強力に堅持することは，良策への要求に一致しない」と結論付けたことである。この条約
の不履行に対する諸提案は，1862年7月25日閣僚への文書の中で見ることが出来る。その文
書内には付属資料として，オランダの要求とイギリスの要求とが比較されている表が付けられ
ており，具体的にその相違を認識できる儒
　しかしこの用件は，急展開を余儀なくされた。それは日本の全ての開港地における保税倉庫
の原則を受け入れるという措置により，出島自由保税倉庫の容認に関する用件は中止になるで
あろうと外務大臣が植民省に伝えたからである。その際この外務大臣は，1863年1月1日の
考慮（後述）により出島の土地とその建物の賃貸料を，もはやオランダ政府からではなく実際
に使用している民間商人から，日本政府に支払うことが望ましいこと，さらに出島でオランダ
政府が所有する建物は，江戸に領事館が設立されることにより不必要になるという最終決定が
なされるであろうとも報告した5°）。
　その後外務大臣は，出島の門が取り払われ，そして長崎の外国人居留地に出島が開かれて以
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来，そして出島行きとなったオランダ船が，他の外国船と同様長崎で通関手続きをし，その地
で関税を支払うようになって以来，この出島保税倉庫に関する条項は失効したと見なされなけ
ればならないとした。そこで出島自由保税倉庫の維持を日本使節との交渉の際推し進あず，日
本の全ての開港地における保税倉庫設立の原則を受け入れるとした。最後に「日本使節がその
全ての開港地に保税倉庫を設立するという，特にイギリスに行った約束で，日本政府が既に現
在出島で実施し始めていることを，ドゥ・ウイットが本件の交渉で獲得できるならば，これに
より彼は貿易に多大な貢献をするであろう」と述べた51）。これを受けて植民大臣は，この内容
を日本領事に認識させることにした52）。
3．オランダ対日積極外交の終焉一日本用件移管問題一
　植民省による出島保税倉庫獲得の試みを一掃した1863年1月1日の考慮とは如何なるもの
であったか。これは植民省が管轄していた日本用件を外務省に移管することであった。これに
よりオランダ対日外交政策は決定的な転換を迎えた。本稿の最後に，この問題を検討する。
　この日本用件外務省移管問題は，以前にも提起されていた。しかしその当時は，蘭領東イン
ドで東アジア用件が処理されることは迅速かつ有益であるとされ，その上級政府である植民省
が担当し続けたss）。しかし日本との1858年条約が締結されたことにより，それ以降その条約
手続・交渉は正式な外交手続きに則って行うことが要求され，この問題が再検討されることに
なった。さらに当時日本遣欧使節団（1862～63）が来訪しており，条約延期交渉が行われてい
たが，この交渉は実際外務省が行っていたM）。さらに当時日本用件は，その条約締結諸国との
外交協調が極めて重要となっており，植民省による独自の日本政策の余地は，ほとんどないと
判断せざるを得ない状況が現出していたためとも思われる。
　当時この問題を再び取り上げた文書が，1862年6月16日開示52番外務大臣への植民大臣
書簡である。この文書には鉛筆書きで「日本・中国用件の本省への移行」と書かれている55）。
以下その内容を検討する。
　日本用件の外務省移管に関する重要な問題として，オランダ代表が江戸に滞在できるかどう
か，また他の日本との条約締結国代表に相応した，より高い地位を与えられるべきではないの
かという問題が検討されていた。そこで植民省は，この点に関して「江戸に居住する他の条約
締結諸国の諸代表と同じ立場では，同地にオランダ代表を設置しないことに関して扱った覚書」
を作成したと説明している。その後植民大臣は外務大臣に，日本・中国問題を外務省に移管す
ることについて，植民地の視点からその希望を御知らせしないことは出来ないと述べて，項目
別にその要点を説明した。以下この植民大臣の意見の要約を，彼の項目に従って掲載する。
83
　　　　　　　　　　　　　　　　　　小暮　実徳
　a．蘭領東インドとの，日本と中国の一般的な関係
　オランダと中国・日本間の関係は如何にあり，如何にあることが望ましいか。日本と中国に
おける蘭領東インドの利害に関して，その適切な促進を最善にするためには，特に中国との十
分な関係を持つべきである。そこで両国におけるオランダ代表が，ただ適切に重要な諸問題を
認識するだけではなく，彼等は日本・中国における蘭領東イン．ドに関する出来事について，蘭
領東インド政府に知らせるという蘭領東インドのための職掌に置かれることは疑いないことで
ある。
　b．国旗示威のため，そして我が国民の保護，または条約交渉の際に起りうる〔こちら側の〕
抗議を推進するため，または若干の強制を与えるために，中国または日本に駐在すべき海軍力。
　これまで日本・中国業務に必要とされた戦艦は，蘭領東インドにおける東インド総督指揮下
の艦隊から借用されている。それに関し一部の費用は，蘭領東インドの予算から支払われてい
る。この規定は日本・中国問題の指導が東インド総督に委ねられている状況によるものである。
そこで如何に本件が今後規定されうるかとの問題が生じる。つまり
　特にそこに属するべきではない支出により，蘭領東インド予算に負担をかけることなく，
　蘭領東インドに割り当てられた海軍力を扱う東インド総督の権限を縮小せず，
　そして蘭領東インド艦隊司令官と東インド総督の職能を損ねないこと。
　この問題に関して貴下と海軍大臣間の協議が，恐らく適時に行われることになろう。
　c．職員の雇用契約
　日本総領事館に勤務する職員は，どの観点からも，付帯する全ての権利と義務を有する東イ
ンド官吏に留まる限りでは，蘭領東インドの業務下にあると見なされる。そこでその地に割り
当てられた官吏は，ある程度，在中国オランダ領事も，東インドの業務下にあると見なすべき
である。オランダ政府が負うあれこれの費用は，蘭領東インド予算から取り分けられている。
貴下は今年の額を，同封されたこの予算の抜粋から認識できるであろう。東インド総督には適
時に，当該の職員の点でも，日本・中国問題の移行から生じる結果について報告されなければ
ならないであろう。つまり
　特に日本にいる職員が，他の業務のために，彼の裁量に入ると見なされる場合，
　目下蘭領東インド予算が負担している日本と中国への支出が，同予算から除かれる場合。
　d．中国・日本関係の交換された文書
　中国・日本用件の処理の際，以前これに関して論じたことについて，外務省に伝える必要が
あろう。これについて多くは，既に閣下の省に報告した。この問題は，閣下が当該用件の指導
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を引き受ける場合，植民省の文書内で，日本と中国に関して見つけられたものを外務省の裁量
下におくことに関して，なお若干の規則を要すると思われるかど・うか，そして植民省の用件で
発せられた文書の作成で，今まで大部分その業務を行っていた植民省の事務官長が外務省に行
くことは望ましいかどうかという問題が生じるであろう55）。
　このように植民省は外務省に，・日本・中国用件の外務省移管に関する諸問題を伝えた。ここ
で注意すべきことは，植民省がこの用件全てを，外務省にそのまま委ねてしまう意図にはない
ことである。この背景には，植民省の管轄下にあり，実際に日本・中国問題を担当している蘭
領東インドが，近年のアジアにおける新しい状況から，これらの問題を蘭領東インド自身の利
害ではなく，オランダ本国の利害として処理することになっていた環境が存在した。そこで蘭
領東インドがこの用件を扱うことは，本国政府にとってほとんど二度手間になっていた。そこ
でその処理を←元化し，重要になってきたアジア問題を，本国において迅速かつ円滑に処理す
ること，さらに今まで蘭領東インドが引き受けていた本件に要する諸費用を外務省に負担させ
ることが，植民省の狙いであったと思われる。つまり本件の直接の指導を外務省に移管させる
にせよ，植民省は今後もこの件の指導を共有し続け，費用は当該官庁である外務省にも負担さ
せる積りであったと思われる。当然そのようなことは，外務省にとっては好ましくないもので
あったと思われる。そこでこの問題は当然，植民省の考えには沿わない方向に進んでいくこと
になる。
　この件に関して外務省は，国王決裁の草案と植民。外務両大臣による国王への共同報告書の
作成を引き受けて欲しいと植民省に要請した57）。植民大臣は，この件に関する主導が外務大臣
によって行われることを認めたいとして，この共同報告書を国王に提出することにした。植民
大臣は，国王がこの報告書の原則を認めた後に，この問題に関して外務省と協議に入ることを
示した5S）。
　この植民・外務両大臣による国王への共同報告書内では，近年の諸事件により西欧諸国との
中国・日本関係は極めて増大し，さらになおもかなり拡大できると予想され，そこで中国・日
本との良好な関係をオランダに保証することが有用であると述べられている。そしてオランダ
貿易は，最近中国・日本への商業遠征を始めており，そこで中国・日本においてオランダ工業
製品を売却する試みが推し進められることを逸してはならないとしている。この結果日本や中
国との関係は，貿易の点から，特に蘭領東インドの利害という性格を失い，オランダの利害と
いう性格になったと説明されている。そこで日本・中国関係の指導は，必然的に適切にも，東
インド総督に委ねられることは出来ず，オランダ政府によりなされなければならないと述べら
れている。東インド総督には，1858年6月17日47番国王陛下内閣決定により，明確に日本・
中国用件の指導を委任されているが，この両国で生じた問題の利害に関して，その問題を処理
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しなければならない方法に関しては，絶えず上級政府の意見を照会してきた経緯も述べられて
いる。そこでさらに中国・日本のような国との条約締結は，王権と陛下の全権大使の任命を要
するとして，本件における国王の認可を要請した。
　外務省が既に用意・作成した国王の認可では，上述の理由からこの日本・中国用件の指導が
外務省に移管され，同省が職員の任命，昇給，罷免に関する権限も引き継ぐとしている59）。さ
らにその後外務省は，現在の在中国・日本オランダ職員は今後直接オランダ政府に所属するこ
とになり，そこで必然的に東インド官吏の資格は失効しなければならず，年俸規定等々に準じ
て職員が新しく任命されなければならないとした。さらに長崎の総領事館を江戸に移すことに
ついて協議する等々のことが述べられている6°）。この共同報告書は国王に提出され61），その後
これに関する国王の決裁がなされた。それにより日本・中国用件が，植民省から外務省に引き
継がれることが正式に決定した62）。
　当該用件の諸問題を説明することを外務省から要請された植民省は，また諸問題を項目別に
分けて説明した。以下その項目に従って，植民省の考えの要旨を掲載する。
　a。日本と中国それぞれの総領事と領事
　これには直接外務省から指導が行われ，その立場は，もはや植民地問題ではなくオランダ本
国の問題としてである。つまり今後東アジア諸国のオランダ代表は，オランダの一般的な利害
のために奉仕する。植民省は，その際日本・中国問題を縮小するよりは，拡大すべきであると
考えている。しかし日本総領事館の事務局長（kanselier）と通訳を統合するような経費削減
は提案される。
　b．認められるべき収入
　中国の生活様式が高額なことから，中国代表の予算切りつめは出来ないであろう。そして日
本総領事は蘭領東インド予算から外れて，その代表は江戸に移る。他の条約締結国の諸代表と
同じような高い地位となることについては，それに関する覚書が提出された。その件について，
人員削減等の経費削減は出来るかもしれないが，江戸では長崎よりも生活等に費用がかかるの
で，我々の代表が英仏等の代表とほぼ同じ立場にいるためには，支出を減らすことは問題であ
ろう。
　c．総領事館を江戸に移す諸費用
　長崎から江戸までの航海は余り費用がかからないであろうが，日本に駐留している戦艦を使
用する場合は費用を要する。
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　’d．江戸領事館の借料
　この件に関しては以前ドゥ・ウイットからの月間報告があり，植民省はそれ以上の新しい報
告を受けていない。
　植民省はこのように当該諸問題を説明し，さらに，現在はただ既に決められた1863年予算
に従って行動することであるとした。そこで引き継がなければならないこととして，蘭英日辞
書の出版費用6500フルデンを挙げている。そしてその後，この件は外務省の予算で行われる
とした。さらに蘭領東インド日本語通訳官であるホフマンの給与と，彼によってなされている
日本語通訳養成の諸費用に関しては，さらに新しい規定を作成するとしている63）。
　この植民省による報告の後，外務省は本件でさらに若干協議すべきものがあると，植民省に
書簡を送った。その中では，まず移管の期日を1863年1月1日とすること，そして蘭領東イ
ンド業務からオランダ政府の業務に移る在日職員に特別な恩給は認められないこと，さらに植
民省の主導で始められ継続されている日蘭英辞書に関する費用は，それはとりわけ蘭領東イン
ドの利害であるので植民省の負担のままとするという内容であった。そして最後に植民省との
協議後，ホフマンの職は廃止されなければならないが，蘭領東インド予算で継続される中国語
通訳養成は同人に委ねられるとしているM）。
　植民大臣は外務省の要請を受けて，出来れば1863年1月1日から出島とその建物の借料は，
もはやオランダ政府ではなく使用している民間人が日本政府に支払うこと，また同時に出島に
あるオランダ政府の建物は，領事館が出島から江戸に移ることで，もはや不必要になるであろ
うということを，日本総領事に報告するために東インド総督に伝えたことを外務省に報告して
いる。さらに東インド総督には，日本の全ての開港地における保税倉庫の原則が受け入れられ
たことで，今後出島の借料をオランダ政府は支払わないこと，さらにオランダだけの権利から，
この小さな島の保税倉庫に関しては述べることが出来ないという本国の意向を伝えた65）。
　このように，この日本・中国用件の外務省移管に関しては，受け入れ先である外務省の意向
が強く反映されることとなった。植民省は，自らの職員に不利益にならないように配慮した。
しかし外務省は既に定められている諸規定に基づいた法的手続きにより，この用件を処理する
だけという態度を取った。このような外務省の態度から，外務省がこの日本用件を特別な用件
として認識しているとは全く感じられない。このような態度を極めて明確に示した用件として，
次の事例が挙げられる。すなわちその後外務大臣が，今まで日本と締結した諸条約を『オラン
ダ官報』に掲載するに当たって，1856年と1858年条約については植民大臣の仲介によって掲
載が指示されること，さらに1857年追加条約はその後の条約により失効が声明されているの
で，載せる必要がないと植民大臣に伝えたことである66）。
　これに対して植民大臣は，「『オランダ官報』に掲載するために，国王への必要な提案を私だ
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けで行うという考えに，私は次の所見をせざるを得ない」と，この外務大臣の発言に強力に異
議を唱えた。すなわち植民大臣は，確かに日本問題は植民省管轄にあったが，日本との条約締
結の際には関係官庁である外務省との協議を行い，その署名も受けてきた経緯を説明した。そ
して「この貴下により提起された考えを実現させることは，私が間違っていないならば，その
ような問題における通例からの逸脱となろう」と述べた。さらに「条約を「オランダ官報』に
掲載する場合，その必要な国王の決裁は，例えその条約が他の大臣と共に署名されたとしても，
常に外務大臣によってのみ提起されてきた」と前置きし，そこで外務省がこの用件に関し，提
案は出来るが協力はしないとすることが出来ようかと問うた。その後植民大臣は「閣下はこれ
に対してなお，この諸条約内の領事司法権と思われる別の異議を引用した。ついでに私は，こ
の異議が領事司法権という既にそれ程長期にわたって係争中である規則を，早急に決定するこ
とに寄与して欲しいと敢えて述べさせて頂く一方で，以前の行政下で日本と締結された諸条約
を，『オランダ官報』に掲載する協力を控えることについてどのような理由があるのか，私は
明確に理解できないと述べることが許されよう」として，この外務大臣の態度を痛烈に批判し
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た。
　さらに外務大臣が1857年追加条約を『オランダ官報』’に載せる必要がないと述べたことに
ついて植民大臣は，この条約は1856年条約に統合される一部として，1858年条約が発効する
まで実際に効力を有していた経緯を説明した。さらにこの条約は出島保税倉庫の規定が含まれ，
これはオランダが誇りをもって日本から獲得した普通貿易に繋げる前進であり，そして日本と
．の最初の本質的な通商条約として示せるものであるとして，その重要性を強く主張した。さら
に日本との通商を目的とする諸外国人が，1858年条約の発効以前にも，この1857年追加条約
の諸規定を享受した事実を挙げ，その正当性を主張した。そこで最後に，予期せずも閣下の協
力が得られない場合には，「問題の点は，閣議に服させることが適切であると思われる」とし
て，この問題に関して一歩も譲らない姿勢をとった67）。
　植民省が，ある意味では諦めてこの日本用件を外務省に移管させることになったことは否め
ない。しかしその際植民省が，先に行った困難な日本用件における功績を示したいとすること
は，もっともなことと思われる。しかし外務省は，そのような考慮を全く持ち合わせなかった
と思われる。ここに植民大臣の嘆きを見て取ることが出来る。
　このような流れから，その他のアジア用件も外務省に移管されることとなった。すなわち中
国・日本用件が外務省に移行したことから，同様の理由より今後シャム用件も外務省に移行さ
せることが望ましいとされ，本件における国王の決裁が要請された。そこでまた植民・外務両
大臣による国王への共同報告書が作成されている68）。その後本件は，12月4日国王決裁により
正式に認可された59）。
　これらの用件の外務省移管の説明としては，常に「オランダ本国の利害のため」7°）とされて
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いる。しかし結果的にアジア用件に特別の関心を持たない外務省に移管されることによって，
植民省が行っていたオランダ独自の積極的な対アジア政策は完全に姿を消した。その後は外務
省による，特にヨーロッパ諸国との協調を重視した外交手法に転換することとなった。
終わりに
　このように，オランダの日本との古来の関係に基づく体制は遺物となった。この日本用件の
外務省移管は，オランダの積極的で自主的な対日政策の終焉として捉えることが出来る。しか
し当時オランダが，独自の積極的な対日政策を行うことは極めて困難であったことと並んで，
その必要がないものとも思われた。すなわちその後も日本は，オランダに蒸気船注文の要請を
行い，さらに造船学等を習得する目的で日本人青年をオランダに派遣した。このような状況か
ら日蘭両国の古来の絆は，オランダが積極的に何かを行わなくとも存在し続けるように思われ
た。しかしながらその関係は時が経つにつれて薄められていった。日本用件の外務省移管の象
徴的な結果として長崎出島の撤収があるが，これにより「我々の日本との古い書簡がずたずた
に引き裂かれた」のであった7％
略　号
MKG；オランダ植民省秘密文書
　MKS＝オランダ半公文書書簡
MKZG＝オランダ植民省極秘文書
　Buza＝オランダ外務省文書
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　に規定されたと思っており，もし以前の条約からオランダへの特権として何かを維持したかったなら
　ば，そのようなものはなお特別な方法によりそこに掲載されたと思われる。」というものであった。
　このような回答を受けたにせよドゥ・ウイットは，主要な問題では失敗したが良いと言えることは，
　概して保税倉庫の考えを日本政府に認識させたことであると観察している。そこでもしオランダ政府
　が，出島の特別な地位を認めさせることを断念し，そして全ての開港地に保税倉庫を設立することを
　日本政府に要求するならば，出島での特権の損失を嘆く理由はないと思われると報告した。Buza，
　1862年ll月24日開示11番同年11月22日28番外務大臣への植民省事務次官書簡内同年8月7日
　東インド総督への日本総領事報告書。
　　Buza，1862年6月11日開示21番同年6月6日16番外務大臣への植民大臣書簡内報告書。
　　Buza，1862年6月27日2番秘密文書。オランダ内閣への外務大臣報告書。
　　Buza，1862年7月25日閣僚への外務省書簡。
　　Buza，1862年7月26日29番植民省への外務省書簡。
　　Buza，1862年12月ll日26番植民省への外務省書簡。
Buza，1862年12月24日開示7番同年12月22日10番外務大臣への植民大臣書簡。
Buza，1858年4月17　B　153番外務省への植民大臣書簡秘密文書。
この使節団に関しては，宮永孝『文久二年のヨーロッパ報告』新潮選書1989を参照されたい。
さらに鉛筆書で「取り扱うべき（te　behandelen）」と書かれている。
Buza，1862年6月16日開示52番同年6月15日1番外務大臣への植民大臣書簡。
Buza，1862年7月16日開示52番同年7月14日34番植民省への外務省書簡。
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58）
59）
60）
61）
62）
63）
64）
Buza，1862年7月17日開示7番同年7月16日51番外務大臣への植民大臣書簡。
Buza，1862年7月17日7番7月15日34番国王への外務・植民両大臣書簡。
Buza，1862年7月19日31番植民省への外務省書簡。
Buza，1862年7月24日開示7番同年7月21日20番外務大臣への植民省書簡。
Buza，　1862年7月26日開示7番同年7月25日49番。
Buza，1862年7月28日12番同年7月26日31番外務大臣への植民大臣書簡。
Buza，1862年8月2日24番植民省への外務省書簡。
ホフマンの蘭領東インド日本語通訳官という職はなくなったgBuza，1862年10月8日開示3番同
　年9月30日84番。
65）Buza，1862年8月9日開示9番同年8月7日40番外務省への植民省書簡。この植民大臣から東イ
　ンド総督への指示書は，Buza，1862年8月9日開示14番同年8月7日39番内で見ることが出来る。
　さらにBuza，1862年8月16日開示1番秘密文書同年8月14日内閣文書V5号外務大臣への植民大
　臣書簡は，外務大臣の意向に基づき植民大臣が直接日本総領事に送った内閣秘密文書を含んでいる。
　それは主に領事館職員の処遇，給与・年金に関して述べられている。
66）Buza，1862年8月28日20番植民省への外務省書簡。
67）Buza，1862年9月30日開示1番秘密文書同年9月27日197番秘密文書外務大臣への植民大臣書
　簡。
68）
69）
70）
71）
Buza，1862年11月25日開示5番同年ll月24日内閣文書LaK8号外務大臣への植民大臣書簡。
Buza，1862年12月5日開示2番同年12月4日63番。
Buza，1863年1月21日2番日本総領事への外務大臣書簡内にも，同様の表現が見られる。
Rees，　W．　A．　van，“Japansche　Geschiedenis，　politiek　en　zeden”，　De　Gids，1868　p．　203．
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小暮　実徳
The　End　of　Dutch　Autonomous　Diplomacy
　　　　　　　　　　　　towards　Japan：
AStudy　of　Dutch　Diplomacy　towards　Japan
　　　　　　after　the　Harris　Treaty　of　1858
KOGURE　Minori
　　　　This　article　aims　at　a　re－interpretation　of　Dutch　foreign　policy　in　Asia，　through　an
examination　of　its　diplomacy　towards　Japan　in　the　middle　of　the　nineteenth　century，　set
in　the　context　of　the　theory　of　Dutch　imperialism．　This　article　is　based　primarily　on　an
analysis　of　primary　sources　in　the　National　Archives（Algemeen　Rijksarchief）in　The
Hague　in　the　Netherlands．　In　particular　the　documents　of　the　former　Ministry　of　Colonial
Affairs　and　the　Ministry　of　Foreign　Affairs　that　relate　to　Japan　have　been　used　in　this
stud．y．
　　　In　the　nineteenth　century　the　Netherlands　possessed　a　vast　colony　in　Asia，　the
Netherlands　Indies．　Maintaining　effective　control　over　its　colonial　empire　in　Asia　was
vital　for　the　Netherlands　in　order　to　compensate　for　its　disadvantaged　position　as　a　small
power　in　Europe．　Consequently　the　Dutch　regarded　their　position　in　international　rela－
tions　in　Asia　as　very　important．　This　was　true　in　particular　for　Dutch　relations　with
Japan，　with　which　the　Netherlands　had　a　long　history　of　commercial　exchange．　The
Dutch　successfully　exploited　their　position　in　Japan　to　protect　their　national　prestige　and
economic　interests　in　international　relations　elsewhere．　After　the　opening　of　Japan　by
the　United　States　in　1853，　the　Netherlands　developed　an　autonomous　diplomacy　towards
Japan　in　order　to　maintain　and　expand　its　interests　in　that　country．　The　Dutch　govern－
ment　tried　to　exploit　the　favourable　treatment　of　special　friend（onderscheide　vn’enの
which　the　Japanese　had　given　the　Dutch　on　account　of　their　long　relationship，　in　order　to
cope　with　the　rising　influence　of　the　United　States　in　Asia．　However，　the　Harris　Treaty
of　l858　made　clear　that　the　Netherlands　could　no　longer　depend　on　special　favours　from
the　Japanese．　Nevertheless　the　Dutch　government　did　not　give　up　its　attempts　to　protect
Dutch　interests　in　Japan．　Because　the　Netherlands　was　not　strong　enough　to　push　back
American　influence　all　by　itself－the　United　States　at　the　time　being　regarded　as　equa正in
strength　to　the　large　European　powers－it　devised　a　scheme　to　create　a　coalition
“Entente”with　Britain　and　France．　Britain　was　fegarded　as　the　Netherlands’“most　natu・
ral　ally”，　and　although　France　was　not　so　active　in　East　Asia　it　perceived　the　region　to　be
relevant　to　its　interests．　The　Dutch　aligned　its　policy　with　the　British　and　French　to－
wards　Japan　and　did　its　best　not　to　get　into　conflict　with　them．　Thus　the　Dutch　govern－
ment　skilfully　attempted　to　preserve　the　Netherlands’economic　and　diplomatic　interests
in　Japan．　At　the　same　time　it　became　increasingly　difficult　for　the　Netherlands　to　retain
its　former　privileges　in　Japan．
　　　As　a　consequence　of　these　developments，　the　Netherlands　felt　obliged　to　enter　into
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formal　diplomatic　negotiations　with　Japan．　Therefore　authority　in　the　Netherlands　over
relations　with　Japan　was　transferred　from　the　Ministry　of　ColQnial　Affairs　to　the　Ministry
of　Foreign　Affairs．　The　main　focus　of　the　Ministry　of　Foreign　Affairs　was　not　on　Asia　but
on　Europe．　Moreover　this　ministry　Was　highly　anxious　about　harming　the　Dutch　rela－
tionships　with　the　great　powers　in　Europe　by　a　possible　failure　of　the　diplomacy　towards
Japan．　As　a　result，　the　transfer　of　jurisdiction　over　Japanese　affairs　caused　a　fundamental
shift　in　Dutch　diplomacy　with　regard　to　Japan，　as　from　then　on　it　merely　followed　the
policies　of　the　other　Western　powers．　The　autonomous　Dutch　diplomacy　towards　Japan
had　come　to　an　end，　and　the　special　relationship　between　the　Netherlands　and　Japan
became　a　thing　of　the　past．
Keywords：National　Prestige　and　Economic　Interests，　Dutch　imperialism，　Triple　Entente，　Ministry　of
　　　　　　　　Colonial　Affairs　and　Foreign　Affairs，　the　transfer　of　jurisdiction　over　Japanese　affairs
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